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※※※　演説用参考資料を作成しました　※※※
　連日の取り組み大変お疲れ様です。総選挙も間近に迫り、各地の職場・地域での活動が加速しています。さて、連合は、２１世紀臨調主催の政権公約検証大会（8月9日開催）において、民主党・自民党のマニフェスト評価を公表しました（連合ホームページ、連合選対本部ニュース19号を参照）。その評価をもとに参考資料を作成しました。職場集会や街頭宣伝等の場で適宜ご活用下さい。

連合のマニフェストに対する評価（参考メモ）
１．はじめに
○　総選挙に向けて、各政党はそれぞれマニフェストを公表しています。私たちは国民としての義務を果たすためにも、しっかりとその内容を吟味し、私たち自身で将来の日本をつくり出していかなくてはなりません。
○　私たち連合は、政権公約を中心とする責任ある政党政治のサイクルを構築することを目的とした、２１世紀臨調の政権公約検証大会にも参画しています。そこで、私たちが、民主党・自民党のマニフェストをどう評価しているのかをお話しし、政権交代が不可欠であることをお示ししたいと思います。
２．マニフェストの形式要件について
○　次の政権がどのような政策を行うのか、それを国民と約束するものがマニフェストです。ですから、マニフェストは、目標、期限、具体的な手順、そして財源が明示されなければなりません。その政策をきちんと実行できたかどうか、国民が検証できるような形式を整える必要があります。
○　こうした観点から、民主党のマニフェストを見ると、「政策の５つの柱」、「政権構想」、「主要政策の工程表・財源」が明示されており検証もしやすく、具体的なものとなっています。その上、「政権交代」、「暮らしのための政治を」、「国民の生活が第一」など、民主党の政策のターゲットや国民へのメッセージが明確であるといえます。
○　一方で、自民党のマニフェストは、これまで政府が行ってきた政策の羅列が多く、また、多くの政策で、政策の目標、期限及び財源について具体性に欠けるという印象を受けます。また、「10年で家庭の手取りを100万円増やす」というのは喜ばしいことではありますが、最長４年の政権公約において、５年目以降の目標設定はあまり意味がないと思います。
○　さらに、民主党のマニフェストには冒頭に、「官僚丸投げの政治から、政権党が責任を持つ政治家主導の政治へ」や「総理直属の国家戦略局の設置」など政権運営ビジョンを「政権構想の５原則・５策」として明示しており、政権獲得後における政権運営に対する意欲を感じます。この点は検証大会に参加した、経済同友会や日本青年会議所など多くの団体が高く評価しています。
３．マニフェストにおける政策内容について
(1)政策全般について
○　政策内容に関して重要なことは、わが国の直面している問題・課題を的確に把握し、有効な政策を打ち立てることです。
　特に、格差の拡大、中間層の崩壊と貧困層の増大が深刻な問題となるなかで、今必要な政策は、所得や生活の底上げ政策やセーフティネットを構築することです。そのためには、競争重視・財政再建を最優先したこれまでの政策の基軸を、「国民の生活の向上」や「安全・安心の確保」に大きく切り替えることが必要です。
○　民主党のマニフェストは、家計・子育てへの大胆な支援、社会保障制度の抜本改革等、政策の基軸を「生活者重視」に大きく切り替える内容であり、評価できます。
　また、予算の全面組み替えによる財源捻出や政治主導・官邸主導の政権運営体制の構築については、実行段階で多くの困難が予想されます。しかし、こうした政策は、自公政権では決して考えつかない、民主党ならではのものであり、高い構想力と志を評価したいと考えています。
○　一方、自民党は、マニフェストの冒頭に、「これまでの手法がこの国の負の現状をつくってしまったことも、近年の行き過ぎた市場原理主義とは決別すべきことも自覚しています」と記述しています。しかし、そのことが政策の各論に反映されていません。

全体として麻生内閣の政策の踏襲・補強の域を脱しておらず、国民の期待に応えるものになっていないとの印象を受けます。
(2)雇用政策について
○　民主党のマニフェストには、職業訓練期間中に、月額最大10万円を支給する「求職者支援制度」の創設、雇用保険の全労働者への適用、行き過ぎた規制緩和の適正化・労働者の生活安定をめざす労働者派遣法の見直しなどが盛り込まれています。さらに、ワーキングプアの脱却という観点からの最低賃金の引き上げ、雇用保険の全労働者への適用、ワーク・ライフ・バランスと均等待遇の実現など評価できる政策が掲げられています。
○　一方で、自民党のマニフェストでは、「70 歳現役社会－生涯現役社会」を掲げていますが、65 歳以降の雇用の在り方について国民的議論が不足しており、具体性に欠けると言わざるを得ません。
(3)社会保障政策について
　○　民主党のマニフェストには、社会保障費2,200 億円削減の撤回が明記されており、これまでの社会保障政策を改めるという点で評価できます。また、年金記録問題を２年間で解決することをはじめとして、年金手帳による記録管理、年金保険料の流用禁止については評価できます。年金制度一元化については、具体的なプロセスが明確ではない点もありますが、年金制度一元化、月額７万円の最低保障年金は概ね評価できます。
　医療崩壊を食い止めるために、医師・看護師などの増員や救急・産科・小児医療の再建、さらに、介護サービスの充実に向けた介護労働者の賃金引き上げを財源も含め具体的に示している点は評価できます。
　○　一方で、自民党のマニフェストでは、「国民の安心・信頼の社会保障制度の確立」と書いてありますが、具体的な内容がないと言わざるを得ません。
　記録問題ひとつとっても、2007 マニフェストでは「一年以内に終了」とあったのが、今回のマニフェストでは「年金記録は一日も早い救済」となっています。本当に同じ政党のマニフェストなのでしょうか。
さらに、「年金制度の安定・充実を図る」一方で、「抜本改革については法律によって超党派協議機関を立ち上げる」としており、政権与党としての自信も誇りも感じられません。
　医師不足をはじめ医療崩壊や介護の人手不足を生じさせてきた責任も反省もないままに、医師数の増員や介護職員の処遇改善といっても、財源も明記されておらず、実現可能性に欠けると考えます。
４．しめくくり
○
このように、民主党・自民党のマニフェストを、働く者の生活実感をもとに率直に評価すれば、民主党に大きなアドバンテージがあると考えます。
○　連合は「国民の生活が第一」とする民主党をはじめ、社民党、国民新党と繰り返し協議を重ねるとともに、政策協定を結びました。こうした協議の積み重ねによって、私たちの政策の多くが、民主党のマニフェストに反映されています。
○　私たち連合は、「労働を中心とした福祉型社会」の実現をめざして、政権交代に向けた闘いを進めています。格差を是正し、誰もが安心して働き、暮らせる公正な社会を実現するために、今まさに、この歴史の転換期において何よりも必要なのは皆さんの理解・協力と行動です。共に頑張りましょう。
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